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平成 １８年 ３月期   決算短信（連結） 平成１８年５月１２日 

会 社 名   株式会社遠藤製作所         上場取引所  ＪＱ 

コ ー ド 番 号   ７８４１              本社所在都道府県 新潟県 

（ＵＲＬ http://www.endo-mfg.co.jp） 

代  表  者   役  職  名 代表取締役社長 

          氏    名 小林健治 

問い合わせ先  責任者役職名 常務取締役 

          氏    名 牛坊芳明         ＴＥＬ（０２５６）６３ － ６１１１ 

決算取締役会開催日  平成１８年５月１２日 

米国会計基準採用の有無   無 

 

１．平成１８年３月期の連結業績（平成１７年 ４月 １日～平成１８年 ３月３１日） 

(1) 連結経営成績 （百万円未満切り捨て） 

 売上高 営業利益 経常利益 

 
18年 3月期 
17年 3月期 

百万円   ％
12,430（ 21.5）
10,231（ 13.9）

百万円   ％
906（ 56.3）
580（  － ）

百万円   ％
1,096（ 103.0）
539（  － ）

 

 当期純利益 
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高
経常利益率

 
18年 3月期 
17年 3月期 

百万円   ％ 
522（ △8.8） 
572（  － ） 

円  銭
55.54
61.91

円  銭
－
－

％
5.5
6.4

％ 
6.9 
3.6 

％
8.8
5.3

(注)①持分法投資損益      18年 3月期   －百万円      17年 3月期   －百万円 

②期中平均株式数（連結）  18年 3月期   9,225,335株    17年 3月期    9,249,238株 

③会計処理の方法の変更   無 

④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2) 連結財政状態 （百万円未満切り捨て） 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 
18年 3月期 
17年 3月期 

百万円 
16,529 
15,354 

百万円
9,688 
9,175 

％ 
58.6 
59.8 

円  銭
1,049.23 
994.54 

(注)期末発行済株式数（連結）  18年 3月期    9,224,600株    17年 3月期    9,225,500株 
 
(3) 連結キャッシュ･フローの状況 （百万円未満切り捨て） 

 
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 
18年 3月期 
17年 3月期 

百万円 
1,235 
1,199 

百万円
△660 

△1,262 

百万円 
118 
△34 

百万円
2,446 
1,745 

 
(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数   ４社   持分法適用非連結子会社数   － 社   持分法適用関連会社数   － 社 
 
(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結 (新規)   － 社   (除外)   － 社    持分法 (新規)   － 社   (除外)   － 社 
 
２．平成１９年３月期の連結業績予想（平成１８年 ４月 １日～平成１９年 ３月３１日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

 
中間期 
通  期 

百万円
6,038 
15,035 

百万円
112 

1,734 

百万円
28 

1,206 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 130円74銭 

  ※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に与える不確実な要因に係る本資料発表日現在における仮定を前

提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。なお、業績予想に関する事項は、添

付資料の7ページをご参照してください。 
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５. 連結財務諸表等 
(1) 比較連結貸借対照表 
 

前連結会計年度 当連結会計年度 比較増減   

(平成17年３月31日現在) (平成18年３月31日現在) (△は減) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円)

構成比

(％) 
金額(千円)

構成比 

(％) 
金額(千円) 

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産  7,215,533 47.0 8,899,346 53.8 1,683,812

 １. 現金及び預金 ※2 2,002,443 2,785,946  

 ２. 受取手形及び売掛金  3,011,048 3,700,503  

 ３. 有価証券  35,039 35,053  

 ４. たな卸資産  1,744,591 1,901,326  

 ５. 繰延税金資産  99,676 54,592  

 ６. その他  346,125 449,793  

  貸倒引当金  △23,392 △27,869  

      

Ⅱ 固定資産  8,139,380 53.0 7,630,433 46.2 △508,946

 １. 有形固定資産 ※1 7,339,353 47.8 7,037,274 42.6 △302,078

 (1) 建物及び構築物 ※2 2,540,951 2,491,994  

 (2) 機械装置及び運搬具  2,767,497 2,491,047  

 (3) 土地 ※2 1,844,469 1,797,674  

 (4) 建設仮勘定  18,884 89,405  

 (5) 工具器具備品  167,550 167,153  

      

 ２. 無形固定資産  58,819 0.4 73,655 0.5 14,836

      

 ３. 投資その他の資産  741,207 4.8 519,503 3.1 △221,704

 (1) 投資有価証券  116,051 140,416  

 (2) 繰延税金資産  494,453 284,059  

 (3) その他  267,526 227,877  

  貸倒引当金  △136,823 △132,850  

資産合計  15,354,913 100.0 16,529,779 100.0 1,174,865
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前連結会計年度 当連結会計年度 比較増減   

(平成17年３月31日現在) (平成18年３月31日現在) (△は減) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円)

構成比

(％) 
金額(千円)

構成比 

(％) 
金額(千円) 

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債  4,808,947 31.3 3,983,083 24.1 △825,863

 １. 支払手形及び買掛金  1,326,897 1,546,262  

 ２. 短期借入金  2,835,129 1,696,202  

 ３. 未払法人税等  94,637 18,932  

 ４. 未払金及び未払費用  380,107 431,152  

 ５. 賞与引当金  113,476 124,682  

 ６. その他  58,698 165,851  

      

Ⅱ 固定負債  1,370,875 8.9 2,858,193 17.3 1,487,317

 １. 長期借入金  687,925 2,187,203  

 ２. 役員退職慰労引当金  511,004 533,915  

 ３. その他  171,946 137,075  

負債合計  6,179,823 40.2 6,841,277 41.4 661,454

      

(少数株主持分)   

 少数株主持分  － － － －  － 

      

(資本の部)   

Ⅰ 資本金 ※3 1,241,788 8.1 1,241,788 7.5 － 

Ⅱ 資本剰余金  1,183,816 7.7 1,183,816 7.1 － 

Ⅲ 利益剰余金  7,045,152 45.9 7,475,033 45.2 429,880

Ⅳ その他有価証券評価差額金  13,153 0.1 27,674 0.2 14,521

Ⅴ 為替換算調整勘定  △189,749 △1.2 △119,435 △0.7 70,314

Ⅵ 自己株式 ※4 △119,069 △0.8 △120,375 △0.7 △1,306

資本合計  9,175,090 59.8 9,688,501 58.6 513,411

負債､少数株主持分及び資本合計  15,354,913 100.0 16,529,779 100.0 1,174,865
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(2) 比較連結損益計算書 
 

前連結会計年度 当連結会計年度 比較増減   
（自 平成 16 年４月１日 
至 平成 17 年３月 31 日）

（自 平成 17 年４月１日 
至 平成 18 年３月 31 日）

(△は減) 

区分 
注記 

番号 
金額(千円)

百分比

(％) 
金額(千円)

百分比 

(％) 
金額(千円) 

Ⅰ 売上高  10,231,251 100.0 12,430,014 100.0 2,198,763

Ⅱ 売上原価 ※2 8,504,435 83.1 10,205,468 82.1 1,701,032

 売上総利益  1,726,815 16.9 2,224,546 17.9 497,730
        

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2 1,146,582 11.2 1,317,627 10.6 171,044

 営業利益  580,233 5.7 906,919 7.3 326,686
         

Ⅳ 営業外収益  67,263 0.7 345,580 2.8 278,316

 １. 受取利息  1,512 2,397  

 ２. 受取配当金  1,375 1,488  

 ３. 投資不動産賃貸料  19,796 21,558  

 ４. 為替差益  13,991 268,040  

 ５. その他  30,588 52,095  
         

Ⅴ 営業外費用  107,645 1.1 156,357 1.3 48,712

 １. 支払利息  68,631 96,846  

 ２. 減価償却費  4,788 10,027  

 ３. 延滞税等  － 29,547  

 ４. コミットメント手数料  19,722 15,903  

 ５. その他  14,503 4,033  

 経常利益  539,851 5.3 1,096,141 8.8 556,290
         

Ⅵ 特別利益  140,597 1.4 81,554 0.7 △59,042

 １. 役員退職慰労引当金戻入益 ※3 115,723 －  

 ２. 固定資産売却益 ※4 14,643 8,294  

 ３. 投資有価証券売却益  10,229 －  

 ４. 役員傷害保険金収入  － 73,260  
     

Ⅶ 特別損失  68,670 0.7 257,146 2.1 188,476

 １. 固定資産売却損 ※5 1,150 7,232  

 ２. 固定資産除却損 ※6 67,519 3,433  

 ３. 減損損失 ※7 － 181,840  

 ４. 役員特別弔慰金  － 64,640  

税金等調整前当期純利益  611,777 6.0 920,549 7.4 308,771

法人税､住民税及び事業税  114,057 1.1 59,924 0.5 △54,133

過年度法人税等  － － 92,853 0.7 92,853

法人税等調整額  △74,884 △0.7 245,635 2.0 320,520

当期純利益  572,604 5.6 522,135 4.2 △50,469
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(3) 比較連結剰余金計算書 
 

前連結会計年度 当連結会計年度 比較増減   
（自 平成 16 年４月１日
至 平成17年３月31日）

（自 平成 17 年４月１日 
至 平成18年３月31日）

(△は減少) 

区分 
注記

番号
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

(資本剰余金の部)   

Ⅰ 資本剰余金期首残高  1,183,816 1,183,816 － 

Ⅱ 資本剰余金期末残高  1,183,816 1,183,816 － 

    

(利益剰余金の部)   

Ⅰ 利益剰余金期首残高  6,565,325 7,045,152 479,826

Ⅱ 利益剰余金増加額  572,604 522,135 △50,469

１. 当期純利益  572,604 522,135 △50,469

Ⅲ 利益剰余金減少額  92,778 92,255 △523

１. 配当金  92,778 92,255 △523

Ⅳ 利益剰余金期末残高  7,045,152 7,475,033 429,880
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(4) 連結キャッシュ・フロー計算書 
 

前連結会計年度 当連結会計年度 比較増減   
（自 平成 16 年４月１日
至 平成17年３月31日）

（自 平成 17 年４月１日 
至 平成18年３月31日）

(△は減少) 

区分 
注記

番号
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 

キャッシュフロー 
 

 
  

 税金等調整前当期純利益  611,777 920,549  

 減価償却費  1,001,618 1,031,579  

 減損損失  －  181,840  

 貸倒引当金の増減額(減少:△)  287 13,303  

 賞与引当金の増減額(減少:△)  32,117 11,205  

 役員特別弔慰金  －  64,640  

 役員退職慰労引当金の増減額(減少:△)  △109,408 22,911  

 受取利息及び受取配当金  △2,887 △3,885  

 支払利息  68,631 96,846  

 為替差損益(差益:△)  29,582 △182,119  

 投資有価証券売却益  △10,229 －   

 有形固定資産売却益  △14,643 △8,294  

 有形固定資産売却損  1,150 7,232  

 有形固定資産除却損  67,519 3,433  

 売上債権の増減額(増加:△)  △164,107 △651,220  

 たな卸資産の増減額(増加:△)  △236,497 △70,302  

 仕入債務の増減額(減少:△)  △6,561 195,413  

 未収消費税等の増減額(増加:△)   38,400 △20,665  

 役員傷害保険金収入  －  △73,260  

 その他  18,198 △5,203  

 小計  1,324,948 1,534,003  

 利息及び配当金の受取額  2,858 3,874  

 役員傷害保険金の受取額  －  73,260  

 利息の支払額  △53,675 △88,305  

 役員特別弔慰金の支払額  －  △64,640  

 法人税等の支払額  △74,808 △130,243  

 過年度法人税等の支払額  －  △92,853  

営業活動によるキャッシュ・フロー  1,199,322 1,235,094 35,772 
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前連結会計年度 当連結会計年度 比較増減   
（自 平成 16 年４月１日
至 平成17年３月31日）

（自 平成 17 年４月１日 
至 平成18年３月31日）

(△は減少) 

区分 
注記

番号
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の純増減額(増加:△)  △85,752 △79,845 

 有形固定資産の取得による支出  △1,216,215 △577,096 

 有形固定資産の売却による収入  29,095 19,373 

 無形固定資産の取得による支出  △7,159 △19,119 

 投資有価証券の売却による収入  21,275 －  

 その他  △3,818 △4,019 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △1,262,576 △660,708 601,868

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額(減少:△)   1,100,930 △1,350,674 

 長期借入れによる収入  390,050 1,932,900 

 長期借入金の返済による支出  △1,253,209 △324,964 

 リース債務の返済による支出  － △45,588 

 社債の償還による支出  △142,400 －  

 自己株式の取得による支出  △36,637 △1,306 

 配当金の支払額  △92,778 △92,255 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △34,044 118,112 152,156

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △7,019 8,688 15,707

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(減少:△)  △104,317 701,187 805,504

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  1,850,081 1,745,763 △104,317

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 1,745,763 2,446,951 701,187
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(5) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

期別 
項目 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数    4社 

連結子会社の名称 

エポンゴルフ㈱ 

ENDO THAI CO.,LTD. 

ENDO STAINLESS STEEL 

(THAILAND)CO.,LTD．

ENDO FORGING (THAILAND)CO.,LTD. 

同  左 

２．持分法の適用に関する事

項 

非連結子会社及び関連会社はありま

せんので、該当事項はありません｡ 

同  左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社のうちENDO THAI 

CO.,LTD.、ENDO STAINLESS STEEL 

(THAILAND) CO.,LTD.及びENDO FORGING 

(THAILAND) CO.,LTD.の決算日は、12月

31日であります。 

連結財務諸表作成に当たっては、同決

算日現在の財務諸表を使用しておりま

す。ただし、連結決算日までの期間に発

生した重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。 

同  左 

４．会計処理基準に関する事

項 

  

(1) 重要な資産の評価基

準及び評価方法 

イ 有価証券 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定)を採用しております。

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用

しております。 

イ 有価証券 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

同  左 

 

 

 

時価のないもの 

同  左 

 ロ デリバティブ 

時価法を採用しております。 

ロ デリバティブ 

同  左 
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期別 
項目 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ハ たな卸資産 

主として総平均法による原価法

を採用しております。 

（会計処理方法の変更） 

当社の製品・仕掛品の評価方法

を従来の移動平均法から、当連結会

計年度より総平均法に変更いたし

ました。 

この変更は、当連結会計年度に

原価管理方法の見直しを行ったの

を機に、月次の操業度変動による売

上原価及びたな卸資産評価に与え

る影響を排除し、原価管理をより厳

格に行うために実施したものであ

ります。 

この変更による影響は軽微であ

ります。 

なお、セグメント情報に与える

影響は、当該箇所に記載しておりま

す。 

ハ たな卸資産 

主として総平均法による原価法

を採用しております。 

 

(2) 重要な減価償却資産

の減価償却方法 

イ 有形固定資産 

当社及び国内連結子会社は定率

法を、また在外連結子会社は定額法

を採用しております。 

ただし、当社及び国内連結子会社

は平成10年4月1日以降に取得した

建物(附属設備を除く)は定額法に

よっております。 

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

建物及び構築物 7年～31年

機械装置及び運搬具 5年～15年
 

イ 有形固定資産 

同  左 

 ロ 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用ソフトウェアにつ

いては社内における利用可能期間

(5年)に基づく定額法を採用してお

ります。 

ロ 無形固定資産 

同  左 
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期別 
項目 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(3) 重要な引当金の計上

基準 

イ 貸倒引当金 

当社及び国内連結子会社は債権

の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率等によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上してお

ります。また、在外連結子会社は

主として特定の債権について回収

不能見込額を計上しております。

イ 貸倒引当金 

同  左 

 ロ 賞与引当金 

当社及び国内連結子会社は従業

員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、賞与支給見込額に基

づき当連結会計年度負担額を計上

しております。 

ロ 賞与引当金 

同  左 

 ハ 退職給付引当金 

当社は従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

年金資産見込額が退職給付債務見

込額に未認識数理計算上の差異を加

減した額を下回る場合には、当該差異

を退職給付引当金として計上し、上回

る場合には当該超過額を前払年金費

用として計上しております。当連結会

計年度末においては、前払年金費用

68,500千円を流動資産の｢その他｣に

含めて計上しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数(10

年)による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年度から

処理しております。 

ハ 退職給付引当金 

当社は従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

年金資産見込額が退職給付債務見

込額に未認識数理計算上の差異を加

減した額を下回る場合には、当該差異

を退職給付引当金として計上し、上回

る場合には当該超過額を前払年金費

用として計上しております。当連結会

計年度末においては、前払年金費用

89,155千円を流動資産の｢その他｣に

含めて計上しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数(10年)

による定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度から処

理しております。 

 ニ 役員退職慰労引当金 

当社は役員の退職慰労金の支出

に備えるため、役員退職慰労金支給

内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

ニ 役員退職慰労引当金 

同  左 

(4) 繰延資産の処理方法 イ 社債発行差金 

社債の償還期間にわたり均等償

却しております。 

―――――― 
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期別
項目 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(5) 重要な外貨建の資産

又は負債の本邦通貨

への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社の資産及び負債

は、子会社決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、収益及び費用は期中

平均相場により円貨に換算し、換算差

額は資本の部における為替換算調整勘

定に含めて計上しております。 

同  左 

(6) 重要なリース取引の

処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同  左 

(7) その他連結財務諸表

作成のための重要な

事項 

イ  消費税等の会計処理 

当社及び国内連結子会社の消費税

及び地方消費税の会計処理は、税抜

方式によっております。 

イ  消費税等の会計処理 

同  左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同  左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

―――――― ―――――― 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づき作成しております。

同  左 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同  左 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

―――――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用方針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これによる税金等調整前当期純利益は181,840千円

減少しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

 

表示の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

―――――――― （連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度において、営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「その他」に含めていた「リース債務の返

済による支出」（前連結会計年度△67,045千円）は、重

要性が増したため、当連結会計年度より、財務活動によ

るキャッシュ・フローに区分掲記することといたしまし

た。 

 

 




